
  

船橋市勤労市民センター指定管理者選定委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 船橋市勤労市民センター（以下「センター」という。）の管理運営について、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定する指定管理者に行わ

せるにあたり、船橋市勤労市民センター条例（平成元年船橋市条例第１６号）第４条に

基づき、公平かつ適正に選定するため、「船橋市勤労市民センター指定管理者選定委員会」

（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項について審議し、指定管理者候補者を選定し、その結

果を市長に報告するものとする。 

(1) センターの指定管理者候補者の選定方法及び評価基準の決定に関すること 

(2) 評価基準に基づく事業計画書等の提案内容の評価、及び指定管理者候補者の選定に 

関すること 

(3) その他、指定管理者候補者を選定するにあたり市長が必要と認める事項に関すること 

（組織） 

第３条 委員会は、委員６人以内をもって組織する。 

２ 委員は、下記の識見を有する者等及び市職員から市長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 有識者（中小企業診断士） 

(2) 有識者（社会保険労務士） 

(3) 複合施設代表 

(4) 労働団体代表 

(5) 利用者代表 

(6) 行政 

３ 委員が指定管理者に応募した法人その他の団体について、当該団体の代表その他意思

決定に参画する立場又は重要な経営方針等について知りうる立場にある等利害関係を有

するときは、委員の職を失う。 

（委員長等） 

第４条 委員会に委員長を置く。 

２ 委員長は委員の互選により定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 委員長が欠けた場合又は委員長に事故あるときは、委員長があらかじめ指定する委員



  

がその職務を代理する。 

５ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（会議の開催等） 

第５条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。 

２ 委員会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決定し、可否同数のときは、委員長の決すると

ころによる。 

４ 委員会の会議は、船橋市情報公開条例（平成１４年船橋市条例第７号）第２６条の定

めるところによる。 

（災害補償） 

第６条 委員の職務上生じた災害については、議会の議員その他非常勤の職員の公務災害

補償等に関する条例（昭和４２年船橋市条例第３３号）の規定に準じて補償するものと

する。 

（庶務） 

第７条 選定委員会の庶務は、経済部商工振興課において処理する。 

（補則） 

第８条 この要綱に定めるもののほか、設置委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が

委員に諮って定める。 

（書面開催） 

第９条 委員長は、必要と認めるときに、書面により議事の可否を委員へ求め、その結果

を議事の決定とすることができる。 

２ 書面開催とする場合、要綱第５条第２項中の「委員の半数以上が出席しなければ」を

「委員の半数以上の書面による回答がなければ」と、要綱第５条第３項中の「出席委員」

を「委員の書面による回答」と読み替えるものとする。 

（廃止） 

第１０条 この要綱は、第２条に規定する報告をもって廃止する。 

附 則 

この要綱は、令和２年１月２３日から施行する。 

附 則 

この要綱は、令和２年４月１０日から施行する。 


